
 

 

第２号様式【事後審査型】 
 
 

                              入  札  公  告 
 
 

県営中山間地域総合整備事業 瑞浪中部地区 鶴城ほ場整備第３期他工事に関する一般競争入札公告 
 
   

県営中山間地域総合整備事業  瑞浪中部地区 鶴城ほ場整備第３期他工事について、事後審査型一
般競争入札を行うので、岐阜県会計規則（昭和３２年岐阜県規則第１９号。以下「規則」という。）
第１２７条の規定により公告します。 
 
 
  平成２９年２月１７日 
                                                    岐阜県東濃農林事務所長  米山 英雄 
 
 
１  一般競争入札に付する工事 
  (1) 工事番号      東農工第２８０６号 
   工 事 名      県営中山間地域総合整備事業 瑞浪中部地区 鶴城ほ場整備第３期他工事 
          （電子入札対象案件） 
  (2) 工事場所      瑞浪市土岐町、大湫町、稲津町萩原地内 
  (3) 工事概要    工種 ほ場整備 Ａ＝９．１５ｈａ 

道路工Ｌ＝１，１８８ｍ、用水路工Ｌ＝１７０ｍ 
排水路工Ｌ＝９７２ｍ、整地工Ａ＝５．６９ｈａ 

用排水路 Ｌ＝１，１３１ｍ 
  三用水路Ｌ＝１４１．８ｍ 
  足又用水路Ｌ＝８７１．５ｍ 
  中洞第２排水路Ｌ＝５５．７ｍ、中洞第３排水路Ｌ＝６１．６ｍ 

 (4) 工  期      平成３０年２月２１日まで 
 （5）予定価格   事後公表（この工事は「予定価格事後公表」の試行案件である） 
  (6) 低入札調査基準価格     有（失格判断基準 有） 
  (7) 最低制限価格       無 
  (8) 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）に基
  づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務付けられた工事です。 
  (9) 本工事は、資料提出及び入札を電子入札システムで行う対象工事です。なお、電子入札システ
  ムによりがたいものは、発注者の承諾を得た場合に限り書面で提出すること（以下「紙入札方 
  式」という。）ができます。 
 (10) 本工事は、技術資料の提案を受け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札者を決
  定する総合評価落札方式（簡易型②）の試行工事です。 
(11) 本工事は、施工箇所が点在する工事であり、共通仮設費及び現場管理費について標準積算と施

工実態に乖離が考えられるため、『鶴城ほ場整備及び三用水路（施工箇所：土岐町）、足又用水
路（施工箇所：大湫町）、中洞排水路（施工箇所：稲津町萩原）（以下、対象地区という）』ご
とに共通仮設費及び現場管理費を算出する「施工箇所が点在する工事の積算方法の試行工事」で
ある。 

(12) 平成２８年度３月補正予算の議決が得られなかった場合には、入札の執行を取りやめることが
ある。 

 
 
 
２  入札参加資格 

本工事は、単体又は特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）による総合評価一
般競争入札とします。 

  （１）本工事の入札に単体で参加する者に必要な資格は、次のとおりです。 

 必要な建設業の許可  
  特定・一般（土木工事業）  
 業種及び総合点数   
   建設業法に規定する土木工事業に係る岐阜県建設工事請負業者等入札参加資格審査の本工事の公告日 
 における総合点数が９３０点以上あること。 
 施工実績に関する条件  
   平成１３年度以降入札参加資格確認申請期限日（以下「申請期限日」という。）までに、元請けとし 
て、以下に示す工事を施工した実績を有すること（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が４０
％以上のものに限る。） 
  なお、当該実績が国及び岐阜県が発注した工事のうち下記に示すものに係る実績である場合にあって
は工事成績評定の評定点が６５点未満であるものを除く。 
・土木一式工事で、完成引き渡しの済んでいる工事費６，０００万円以上の施工実績 



 

 

 配置技術者に関する条件  
  本工事に従事する主任技術者又は監理技術者は、次の基準（ア及びウ又はイ及びウ）を満たし、かつ
、本工事の契約工期の始まり時点において配置できる者であること。ただし、本工事の現場施工に着手す
る日（平成２９年４月２８日）には専任で配置できる者であること。 

ア 技術士（農業部門「農業土木」）の資格を有する者であること。 
イ １級土木施工管理技士又は２級土木施工管理技士、もしくはそれと同等以上の資格を有する者であ

ること。 
ウ 平成１３年度以降申請期限日までに、完成引き渡しの済んでいる土木一式工事において元請け人と

して工事費が４，０００万円以上の監理（又は主任）技術者若しくは現場代理人として従事した実
績を有する者であること。ただし、低入札価格調査制度における低入札調査基準価格を下回る金額
で契約を締結した場合において、建設業法に規定された監理（又は主任）技術者とは別に追加を義
務付けられた技術者としての従事実績は除く。（共同企業体の構成員として監理（又は主任）技術
者若しくは現場代理人として従事した実績は、出資比率が４０％以上のものに限る。） 

  ただし、次の①～③のいずれかに該当する場合は専任を求めないものとする。                    
   ① 請負代金の金額が１千万円未満の工事 
   ② 請負代金の金額が１千万円以上３千５百万円未満の工事であっても、平成２７、２６年度におけ

る岐阜県発注工事の当該工種（土木一式）に係わる工事成績評定点の平均が７５点以上（平成２７
、２６年度における岐阜県発注工事の当該工種（土木一式）に係わる受注実績がない場合は、平成
２５、２４年度における岐阜県発注工事の当該工種（土木一式）に係わる工事成績評定点の平均が
７５点以上）である有資格業者が受注した工事 

   ③ 請負代金の金額が１千万円以上３千５百万円未満である総合評価落札方式試行工事  
   
 事業所の所在地に関する条件  
   入札公告共通事項【事後審査型・総合評価落札方式】別表１に示す東濃圏域内に、岐阜県建設工事入
札参加資格者名簿に登載されている本店が所在すること。 
 設計業務等の受託者等  
(1) 対象工事に係る設計業務等の受託者は、次に掲げる者です。 
      岐阜県土地改良事業団体連合会、株式会社ユニオン、株式会社興栄コンサルタント、株式会社野田コンサルタント 
(2) 当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設業者とは次の①又は②に該当する者です。 
    ① 当該受託者の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額の  

１００分の５０を超える出資をしている建設業者 
    ② 建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねている場合における 

当該建設業者 
 その他の条件  
  入札公告共通事項【事後審査型・総合評価落札方式】に示すとおりとする。 

 
 
 
 （２）本工事の入札に共同企業体で参加する場合は、共同企業体の構成員は２者で、結成は自主
結成とし、入札に参加する者に必要な資格は、次のとおりです。 
【構成員の資格要件】 

 必要な建設業の許可  
  特定・一般（土木工事業）  
 業種及び総合点数   
   建設業法に規定する土木工事業に係る岐阜県建設工事請負業者等入札参加資格審査の本工事の公告日
 における総合点数が代表構成員（その出資比率が構成員のうち最大である者をいう。以下同じ。）は 
９３０点以上であり、かつ、その他の構成員も、９３０点以上であること。 
 施工実績に関する条件  
   平成１３年度以降入札参加資格確認申請期限日（以下「申請期限日」という。）までに、元請負とし
て 土木一式工事を自ら施工した実績を有すること。 
 配置技術者に関する条件  
  技術士（農業部門「農業土木」）、１級土木施工管理技士又は２級土木施工管理技士、もしくはそれ
と同等以上の資格を有する技術者を、本工事の契約工期の始まり時点において配置できること。ただし
、本工事の現場施工に着手する日（平成２９年４月２８日）までには専任で配置できること。 
 設計業務等の受託者等  
(1) 対象工事に係る設計業務等の受託者は、次に掲げる者です。 
        岐阜県土地改良事業団体連合会、株式会社ユニオン、株式会社興栄コンサルタント、株式会社野田コンサルタント 
(2) 当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設業者とは次の①又は②に該当する者です 
    ① 当該受託者の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額の 

１００分の５０を超える出資をしている建設業者 
    ② 建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねている場合における

当該建設業者 
 その他の条件  
  入札公告共通事項【事後審査型・総合評価落札方式】に示すとおりとする。 

【共同企業体の資格要件】 
 構成員の各々の出資比率  
  構成員が２者の場合は４０％以上であること。  



 

 

 施工実績に関する条件  
＜代表構成員＞ 
   平成１３年度以降申請期限日までに、元請けとして、以下に示す工事を施工した実績を有すること 
（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が４０％以上のものに限る。） 
  なお、当該実績が国及び岐阜県が発注した工事のうち下記に示すものに係る実績である場合にあって 
 は、工事成績評定の評定点が６５点未満であるものを除く。 
 ・土木一式工事で、完成引き渡しの済んでいる工事費６，０００千万円以上の施工実績 
＜代表構成員以外の構成員＞ 
 施工実績に関する条件の定めなし 

 配置技術者に関する条件  
＜代表構成員＞ 
  本工事に従事する主任技術者又は監理技術者は、次の基準（ア及びウ又はイ及びウ）を満たし、かつ

、本工事の契約工期の始まり時点において配置できる者であること。ただし、本工事の現場施工に着
手する日（平成２９年４月２８日）には専任で配置できる者であること。 
ア 技術士（農業部門「農業土木」）の資格を有する者であること。 
イ １級土木施工管理技士あるいは２級土木施工管理技士、もしくはそれと同等以上の資格を

有する者であること。 
  ウ 平成１３年度以降申請期限日までに、完成引き渡しの済んでいる土木一式工事において元請け人

として工事費が４，０００万円以上元請負の監理（又は主任）技術者若しくは現場代理人として
従事した実績を有する者であること。ただし、低入札価格調査制度における低入札調査基準価格
を下回る金額で契約を締結した場合において、建設業法に規定された監理（又は主任）技術者と
は別に追加を義務付けられた技術者としての従事実績は除く。（共同企業体の構成員として監理
（又は主任）技術者若しくは現場代理人として従事した実績は、出資比率が４０％以上のものに
限る。） 

＜代表構成員以外の構成員＞ 
 施工実績に関する条件の定めなし 
 事業所の所在地に関する条件  
   共同企業体の構成員は､ 岐阜県建設工事入札参加資格者名簿に登載されている本店を入札公告共通事
項【事後審査型・総合評価落札方式】別表１に示す東濃圏域内に有する者であること。 
 その他の条件  
  入札公告共通事項【事後審査型・総合評価落札方式】に示すとおりとする。 

 

３ 担当課 

区分 担当課 電話番号 住所 
入札担当課 
 

岐阜県東濃農林事務所 
総務課管理調整係 

0572-23-1111 
(内線281) 

〒507-8707 
岐阜県多治見市上野町5-68-1 
岐阜県東濃西部総合庁舎３階 
 

工事担当課 
 

岐阜県東濃農林事務所 
農業振興課農地整備係 

0572-23-1111   
(内線285) 

 

 

４ 入札日程 

手続等 期間・期日 方法・場所 
設計図書の閲覧 
 
 

平成２９年 ２月１７日（金）午前９時から 
平成２９年 ３月１７日（金）午後４時まで 
 

電子入札システムよりダウンロード 
入札担当課（又は工事担当課）による
閲覧 

質問の受付 
 

平成２９年 ２月１７日（金）午前９時から 
平成２９年 ３月１３日（月）午後４時まで 

電子入札システムによる 
※紙入札の場合 工事担当課まで持参 

回答書の閲覧 
 

平成２９年 ２月１７日（金）午前９時から 
平成２９年 ３月１７日（金）午後４時まで 

電子入札システムによる 
工事担当課による閲覧 

入札参加資格確認
申請 
 
（技術資料の提出） 

平成２９年 ２月１７日（金）午前９時から 
平成２９年 ２月２７日（月）午後４時まで 

電子入札システムによる 
※紙入札の場合 別記様式１を入札担
当課まで持参 
（技術資料申請様式１及び２を添付） 

参加資格の確認 平成２９年 ３月 １日（水）まで 電子入札システムによる 
入札書提出受付 
 

平成２９年 ３月１６日（木）午前９時から 
平成２９年 ３月１７日（金）午後４時まで 

電子入札システムによる 
 

開札 
 
 
 

平成２９年 ３月２１日（火） 
午前１０時から 
 
 

電子入札システムによる 
岐阜県東濃西部総合庁舎３階東濃農林
事務所 
※紙入札の場合、入札参加資格確認通
知書の写しを持参のこと  

確認資料の提出 
（落札候補者のみ） 

平成２９年 ３月２２日（水）午前９時から 
平成２９年 ３月２３日（木）午後４時まで 

別記様式２を入札担当課まで持参 
 

参加資格がないと
認めた者からの理
由の説明請求 

参加資格不適格通知をした日から起算して７
日以内（県の機関の休日を含まない） 
 

入札担当課まで持参 
書面（様式は自由） 
 



 

 

理由の説明請求に
対する回答 

説明を求めることができる最終日の翌日から
起算して１０日以内 

書面により回答 
 

入札結果の公表 
 

落札決定した日 
 

入札情報サービスによる 
入札担当課による閲覧 

   ※紙入札方式の場合は、持参を認めますが郵送又は電送によるものは受け付けません（期間・期日は同じ）。 

 
 
５ 総合評価落札方式に関する事項 
  (1) 総合評価落札方式の仕組み 
   本工事の総合評価落札方式は以下の方法により落札者を決定する方式とします。 

①入札参加資格を満たしている場合に、標準点１００点を付与します。 
②技術資料で示された実績等により最大２９．０点の加算点を与えます。 
③得られた標準点と加算点の合計を当該入札者の入札価格で除して算出した値（以下「評価

値」という。）を用いて落札者を決定する方法です。 
   その概要を以下に示すが、具体的な技術的要件及び入札の評価に関する基準等については、 
  「総合評価方式の内容」において明記しています。 
  (2) 評価項目 
   評価項目：以下に示す項目を評価項目とします。 
    （ア）施工能力に関する事項  

・ほ場整備工事の整地工における施工について 
    （イ）企業能力に関する事項 
    （ウ）技術者の能力に関する事項 
    （エ）地域要件に関する事項 


